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研究成果の概要（和文）：本研究は自然言語処理技術を利用し、日本語教員を目指す学生及び教授経験が浅い新人の日
本語教員が、様々なレベル・進度のクラスを想定し、教室内言語調整の練習ができるシステムT3(Teacher Talk Traine
r)を開発し、web上で広く公開した。システムを実践教育に導入した結果、T3を使用してティーチャー・トークの練習
をすることにより、実習生は自分のティーチャー・トークと学習者が理解できるティーチャー・トークの差異に気付く
ことがわかった。また、言語調整に関する限界を感じることで、指導上の非言語行動の重要性や必要性に気付く可能性
が示された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to enable student teachers and inexperienced 
Japanese language teachers to improve their language adjustment in the classroom. To achieve this goal, I 
developed Teacher Talk Trainer (T3), which enables student teachers to practice language adjustment 
according to a given textbook and learners’ language ability. Then, assessment experiment on the system 
was carried out in teacher training course. The results of the experiment showed that training with T3 
allows student teacher to aware the difference between their teacher talk and the utterances which 
Japanese language students can understand. In addition, the analysis of student’s free description 
suggested that student-teachers realize their limited ability of language adjustment and aware importance 
and necessity of non-verbal behavior when they teach in the classroom.

研究分野：日本語教育

キーワード： 日本語教員養成　ティーチャー・トーク　教室内言語調整　教師教育　自然言語処理　教材開発　やさ
しい日本語
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１．研究開始当初の背景 
大学の日本語教員養成課程及び民間の日
本語教師養成講座では、実践的な教授能力を
養成するため、履修学生が実際に教室で日本
語を教える機会を設け、実習授業を実施して
いる（坂口 2005）。さらに、短時間の実習授
業だけではなく、海外あるいは国内の日本語
教育機関において数週間に渡り 10 時間以上
の教育実習を実施する養成課程もある。これ
は実際の教授能力重視の流れであり、実践を
養成課程・養成講座に組み込むことの重要性
が日本語教育界で広く認識され、浸透しつつ
あることを示している（日本語教員の養成に
関する調査研究協力者会議 2000）。 
しかし、日本語を教えた経験のない学生に
とって、短時間であっても模擬授業を行うこ
とは容易でなく、その準備には膨大な時間と
労力を要する。この準備作業自体に実習授業
としての学習効果があると考えられるが、教
授経験のない学生の多くは想定される日本
語学習者のレベル及び教科書の進度に合わ
せた授業を構成することが難しい（平田 
2008）。言い換えると、能力レベルと教科書
の進度を聞いただけでは教授対象となる日
本語学習者は何ができて何ができないのか
ということを想像、予測することが経験のな
い学生にとって非常に難しいということで
ある。そのため、実習前に作成する教案に、
想定される日本語学習者にとって未習の語
彙や文型を多用した説明、例文が見られたり、
実習授業においても対象学習者が理解でき
ない語彙、文型を多用した説明や指示が行わ
れ、学習者を混乱させることで授業自体が停
滞することもある（丸山 2011）。想定される
学習者のレベルと異なるレベルの授業を準
備し、そのような授業を実際に実施して失敗
から得られることよりも、実習であっても学
習者のレベルに合致した授業を展開し、そこ
での反省から得られることの方が、より実践
に役立つ体験、知識となると考えられる。以
上のことから、学生、教員に負担が大きく、
それほど多くの時間を割くことのできない
貴重な実習授業をより学習効果の高いもの
にするためには、実習授業の準備、実施をす
る前に学生の日本語学習者の能力レベルに
関する知識を高める必要がある。しかし、こ
の学習に関する支援は教授方法（山本 1995, 
中川 1999）において僅かに研究が見られる
が、教材または学習システムとしてはほとん
ど研究、開発などは行われていない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は日本語教授経験がほとん
どない日本語教員を目指す実習生等が教室
内の言語調整の練習をするための web シス
テムを開発し、その導入効果を実践教育の中
で検証することである。システムは入力テキ
ストの中のどの語が想定される習得段階に
おいて未習なのか、また入力テキスト中の既
習語彙の割合を示すことで、修正が必要な箇

所と修正の必要性に関する情報をフィード
バックとして返す。システムの効果検証とし
ては、システムを使用した学習をすることで、
実習生は自分のティーチャー・トークと想定
された習得段階の学習者が理解できるティ
ーチャー・トークの差異に気付くか検証した。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法は大きく開発、効果検証、分
析方法の３つの段階に分けられる。以下でそ
れぞれを説明する。 
 
①開発 
 本研究では、日本語学習者の習得段階を教
科書進度で定義し、既習の課に出現した語彙
と文法は該当の学習者にとって理解可能で
あると想定した。教科書は『みんなの日本語
初級Ⅰ 第２版 本冊』及び『みんなの日本語
初級Ⅱ 第２版 本冊』を採用した。これらの
教科書には『みんなの日本語初級Ⅰ 第２版 
翻訳・文法解説 英語版』、『みんなの日本語
初級Ⅱ 第２版 翻訳・文法解説 英語版』と
いう補助教材がある。この補助教材は本冊で
扱われる語彙と文法が網羅的かつ、導入課ご
とにリスト化され解説されている。本システ
ムで対応する語彙と文法は、この補助教材の
「Introduction」の「Classroom Language」、
「Everyday Greetings and Expressions」及
び各課の「Vocabulary」、「Useful Words and 
Information」「Grammar Notes」セクショ
ンでリストされているものとした。これらの
セクションにあった語彙及び文法のうち、解
析に適さない文などの表現は除外した。対応
教科書における語彙の網羅率は 96.86％、文
法は 80.75％だった。図１に開発したシステ
ムの画面例を示す。T3は web上で動作し、
システム利用者はキーボードから発話予定
のテキストを入力する。システムは入力テキ
ストの中に、想定される学習者にとって、ど
れくらい既習の語彙があるか、また、入力さ
れたテキストの各語彙が該当教科書のどの
課で導入されるかなどの情報を即時に返す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図１ 
 



②効果検証 
 実験参加者は大学の日本語教員養成課程
修了に必修の日本語教授法という授業を履
修している学生 15 名であった。実験順序を
表１に示す。実験参加者は実験参加に同意後、
質問紙_事前に回答した（表２）。質問紙調査
は質問文に対し、「全く当てはならない」か
ら「非常に良く当てはまる」までの６件法で
回答を求める形式であった。その後、T3 の
使用方法の説明に続き、教室内言語調整の練
習として修正タスクの実施方法が説明され
た。修正タスクとは、想定される学習者の習
得段階では未習の語彙・文型が多く含まれた
発話文が示され、それを想定習得段階で理解
可能な発話文に修正するというタスクであ
る。修正の際に参加者は T3 を使用した。修
正前の発話文は実験参加者には含まれない
実習生が模擬授業の際に実際に発話した文
を使用した。修正前の発話文は全部で 5つの
まとまり 18 文であった。修正タスクに取り
組む時間は 30 分に制限し、時間内にできる
限りの問題に取り組むよう指示した。修正タ
スク終了後、実験参加者は質問紙_事後に回
答した。質問紙_事後は質問紙_事前と同一内
容である。最後に T3自体の使用感、T3を使
用した教室内言語調整の練習をした感想な
どを実験参加者に自由に記述してもらった。 
 

表１ 実験順序 

 
表２ 質問紙の項目 

 
③分析方法 
 質問紙調査は統計処理のため，「全く当て
はならない」に０を割り当て、順に１、２、
３、４、５（「非常に良く当てはまる」）を割
り当てた。質問項目ごとに事前と事後で符号
付き順位検定を行った。 
自由記述から得られたデータは、意味のま
とまりごとにコード化した。意味のまとまり
は１文で構成されるものから複数の文で構

成されるものまであった。コードタイトルは
あらかじめ仮定せずコード化し、コードの意
味内容の類似性に基づいてカテゴリー化を
行った。自由記述から得られたデータは 109
文、5515文字であった。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果はシステム開発とシステム
を導入した教授方法の効果から導き出され
る。まず、システム開発に関しては、特定の
教科書に基づき、教科書内の語彙と文法をほ
ぼ網羅して解析可能なシステムを開発した。
さらに、実践教育への導入を行い、実用性も
高いことが確認された。 
 システムを導入した教室内言語調整の学
習効果に関しては、質問紙調査と自由記述の
結果を以下で述べる。 
 質問紙調査の結果に関して、Q５の「自分
が教室で話す言葉と学習者が理解できる言
葉には隔たりがある」という項目が事後で有
意に向上していた（Z = －2.17, p < .05）。こ
れはシステムの使用によって言語調整に関
する自己能力の認識が向上したことを示し
ている。Q１、Q２、Q３に関しては有意差は
ないものの、システム使用後、数値が低下す
る傾向が見られた。この要因の一つとして、
システムの使用により自己能力の正確な認
知が促進したため、現在の自分の言語調整能
力と適切な言語調整との差に関する気付き
が得られたことが影響した可能性が考えら
れる。 
 自由記述の分析から、教室内言語調整に関
する「気付き」に変化があることが明らかと
なった（表３）。 
 
表３ 自由記述の分析結果 

 
（B５）既習表現・使用可能表現の少なさ
というのは、教授対象となる日本語学習者が
理解できる語彙などが思っていたよりも少
ないことがわかったという気付きであり、（B
６）ギャップというのは、普段自分が使用し
ている日本語と教室で使用する日本語に違
いがあることに気付いたというコードであ
る。これら（B５）（B６）及び（B10）レベ
ルごとの学習項目の存在、（B１）言語調整の
難しさを合わせて考えると、システムを使っ
た学習をすることで、自分のティーチャー・
トークと学習者が理解できるティーチャ

順序 実施事項 実施内容 時間（分）
1 質問紙調査 質問紙に回答 5

2 説明 システムの使用法を説明 10

3 システムを使用 修正タスク 30

4 質問紙調査 質問紙に回答 5

5 自由記述 感じたことを自由に記述 20

質問番号 質問内容

Q1 私は，学習者の能力レベルに合わせて，自分が話す
言葉を調整することができる．

Q2 私は，学習者の理解可能な語彙を能力レベルごとに
知っている．

Q3 私は，学習者の理解可能な文型を能力レベルごとに
知っている．

Q4 私は，学習者の能力レベルに合わせて，自分が話す
言葉を調整する練習をする必要がある．

Q5 私が教室で話す言葉と学習者が理解できる言葉には
隔たりがある．

Q6 私は，学習者の能力レベルに合わせて，自分が話す
言葉を調整することは重要だと思う．

カテゴリー
タイトル

コード
数

コードタイトル
コード
数

(A1) 気付き 44 (B1)  言語調整の難しさ 8
(B2)  言語調整の方法 6
(B3)  言語調整の重要性・必要性・認識強化 5
(B4)  非言語行動の重要性・必要性・付随 5
(B5)  既習表現・使用可能表現の少なさ 4
(B6)  ギャップ 4
(B7)  分析の促進 3
(B8)  言語調整の限界 2
(B9)  練習の必要性 2
(B10) レベルごとの学習項目の存在 2
(B11) レベルごとの学習項目把握の必要性 1
(B12) 調整方法の多様さ 1
(B13) 学習者の母語使用の必要性 1

第1階層 第2階層



ー・トークには開きがあることに気付き、思
った以上に言語調整は難しいと感じるよう
になったと考えられる。 
 また，システムを使った学習により、教室
内の言語調整に関する（B７）分析の促進や
（B12）調整方法の多様さといった（B２）
言語調整の方法に関して考えを深めるよう
になる。このような気付きが（B３）言語調
整の重要性・必要性・認識強化につながると
考えられる。 
一方で、注目すべきは（B８）言語調整の
限界や（B４）非言語行動の重要性・必要性・
付随に関する気付きがある点である。T3 は
教師が行うジャスチャーや教具等の使用は
考慮されておらず、言語に限定した支援シス
テムである。このような限定がかえって現実
の教室で行われる行動を想起させた可能性
がある。 
以上の結果を踏まえて、日本語教員養成課
程における T3 の貢献を考えると、次のこと
が例として挙げられる。実習授業の準備を進
める段階で T3を導入すれば、実習生は自分
のティーチャー・トークに関して気付きを得
て、練習を重ねることが期待できる。さらに、
この練習が教案及び実習授業自体の質の向
上に繋がる可能性を持つ。また、教師側への
貢献としては、T3 の導入により、言語調整
に関する個別的指導時間が減れば、実習生の
授業内容や方法に関する指導時間の増大が
期待できる。 
今後の課題としては、まず、システムの機
能拡張がある。本研究では入力文に含まれる
語彙、文法の既習、未習を指摘して、実習生
に発話文の再考を促す作りとなっていたが、
既習、未習の指摘だけでは必ずしも効率的に
実習生が試行錯誤を続けるとは限らない。想
定学習者の能力レベルから外れる表現に対
して、ある程度の「推薦表現」が提示できれ
ば、より効率的に教室内言語調整を含めた教
授前のシミュレーションが可能になると考
えられる。今後はそれを可能とする機能拡張
が必要となる。また、システム使用者のティ
ーチャー・トーク自体が学習の前後でどのよ
うに変化するのか測定する必要がある。 
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